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〔資料〕

「総合的な学習の時間」の実践研究における工夫と課題

―健康領域の文献からの検討―

松本　訓枝 1）　　長瀬　仁美 2）　　山本　真実 3）

Considerations and Challenges in Practical Research on the ‘Period for Integrated Studies’

－ A Review of Japanese Literature on Health －

Kunie Matsumoto 1),　  Hitomi Nagase 2)   and   Mami Yamamoto 3)

Ⅰ．研究目的　

21 世紀の学力は、これまでの学びで目指されたスピー

ディ（早く）、パーフェクト（完璧に）、マッチ（多量に）

（山下 , 2001）の暗記中心の学力から、知識・技能をいか

に活用できるかという活用を重視した学力へ変化してい

る。この学力観のもと 2000 年以降には対人関係能力や主

体性などの人間性に関係する能力までもが身に付けるべ

きものとされている。例えば、OECD のキー・コンピテン

シーには多様な社会グループにおける人間関係形成能力

や自律的に行動する能力などが（文部科学省・教育課程

部会，2005）、内閣府の人間力にはコミュニケーションス

キル、意欲、忍耐力などが（内閣府・人間力戦略研究会，

2003）育成すべき資質・能力として提言されている。ま

た、1996年に中央教育審議会で提言された「生きる力」（註

1）の育成（中央教育審議会，1996）は、これ以降学校教

育で身に付ける力の柱に掲げられている。AI（人工知能）

が 2030 年代には日本国内の現在ある職業の 49%を代替す

ると予測され（野村総合研究所，2015）、また、グローバ

ル化した世界の中で様々な人々との交流はより頻繁になる

中で、これからの社会をつくる子どもたちには、知識・技

能の暗記を中心とした暗記型の学力から、習得した知識・

技能を場面に応じていかに活用できるかという活用型の学

力が必要になってきている。こうした背景において、「生

きる力」の育成の中でも「自ら課題を見つけ、自ら学び、

自ら考え、主体的に判断し、行動し、よりよく問題を解決

する資質や能力」の育成に強く関係する「総合的な学習の

時間」（以下、「総合学習」と略す）が、1998・1999 年の

学習指導要領から登場することとなった。そして、2017・

2018 年の学習指導要領改訂では、総合学習が 21世紀に求

められる学力との関係から今までになく重視され始めてい

る。ただし、総合学習では子どもや地域、学校の実態に応

じてどのような目標・内容を設定するかは学校裁量であり、

この時間を巡って学校により指導方法や校内体制の整備等

の格差が生じ（文部科学省・教育課程部会，2018）、教え

る側の力量や学校内の体制が問われてきた。

そこで本研究の目的は、総合学習の実践を報告している

研究（以下、「実践研究」（註 2）と略す）について健康領

域に焦点化して文献をピックアップし、この教える側の力

量に着目し、総合学習における工夫とその課題を検討する。

総合学習の授業時に教える側がどのように工夫し、課題は

何かを明らかにすることで授業時に必要な工夫を提案し、

総合学習の指導方法の学校間格差の縮小の一助としたい。

総合学習で設定する学習課題には、国際理解、情報、環

境、福祉・健康、児童生徒の興味・関心に基づく課題、地

域や学校の特色に応じた課題などがあるが、健康領域は身

近な現代的課題であり、この領域で児童生徒自身が生涯に

渡って健康的に生活を送る力とともに他者の健康的生活に

ついても考え、協働して社会を創造する力を身に付ける点
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から、健康領域の実践研究を対象にどのような工夫がなさ

れ、課題があるのかを検討することに意義があると考えた

ことによる。

Ⅱ．総合学習の創設と目標・内容

「生きる力」の育成の中心となる時間として総合学習が、

小学校から高等学校、養護学校（現在は特別支援学校）に

おいて 2000年から段階的に導入された。

1998 年の小・中学校学習指導要領及び 1999 年の高等学

校学習指導要領の総合学習では、「各学校は、地域や学校、

児童の実態等に応じて、横断的・総合的な学習や児童の興

味・関心に基づく学習など創意工夫を生かした教育活動を

行うものとする」とし、地域や学校、児童生徒の実態から

の学習に始まり、横断的・総合的な学習、児童生徒の興味・

関心に基づいた学習内容とすることが明記されている。ね

らいには、小・中学校では「1．自ら課題を見付け、自ら

学び、自ら考え、主体的に判断し、よりよく問題を解決す

る資質や能力を育てること、2．学び方やものの考え方を

身に付け、問題の解決や探究活動に主体的、創造的に取り

組む態度を育て、自己の生き方を考えることができるよう

にすること」があげられ、高等学校では「自己の生き方」

が「自己の在り方生き方」となっている。主に問題を自ら

解決する力の育成を目的にしていることがわかる。内容に

関しては、小・中学校では、「例えば国際理解、情報、環

境、福祉・健康などの横断的・総合的な課題、児童生徒の

興味・関心に基づく課題、地域や学校の特色に応じた課題

などについて、学校の実態に応じた学習活動を行うものと

する」、高等学校では、先述の横断的・総合的な課題に加

えて、「生徒が興味・関心、進路等に応じて設定した課題

について、知識や技能の深化、統合化を図る学習活動、自

己の在り方生き方や進路について考察する学習活動」が明

記され、身近な課題からより広い視野で考える課題まで幅

広い。また、配慮事項では、「1．自然体験やボランティア

活動（高等学校は、就業体験を追加）などの社会体験、観

察・実験（高等学校は、実習を追加）、見学や調査（高等

学校は、調査・研究）、発表や討論、ものづくりや生産活

動など体験的な学習、問題解決的な学習を積極的に取り入

れること、2．グループ学習や異年齢集団による学習など

の多様な学習形態（高等学校は、グループ学習や個人研究

などの多様な学習形態）、地域の人々との協力も得つつ全

教師が一体となって指導に当たるなどの指導体制について

工夫すること」が、小学校ではこれらに加えて、「3．国際

理解に関する学習の一環としての外国語会話等を行うとき

は、学校の実態等に応じ、児童が外国語に触れたり、外国

の生活や文化などに慣れ親しんだりするなど小学校段階に

ふさわしい体験的な学習が行われるようにすること」があ

げられている（文部科学省 , 1998；文部科学省 , 1999）。

これら学習指導上の配慮事項をみると、体験的な学習や問

題解決的な学習、グループ学習などアクティブ・ラーニン

グの先取りとも言える学習方法があげられている。

総合学習は、学習指導要領に 1998 年から登場し、創設

時から趣旨に大きな変更はないが、2017 年の小・中学校、

2018 年の高等学校の改訂では、その目標として、1．探究

的な見方・考え方を働かせる、2．横断的・総合的な学習

を行う、3．よりよく問題を解決し、自己の生き方を考え

ていく点がより強調されている（村川 , 2018）。なお、高

等学校では、「総合的な学習の時間」から「総合的な探究

の時間」へ科目名が変更され、探究的な学習が重視されて

いる。また、評価の観点として、1．探究的な学習過程を

通した知識及び技能の習得状況を評価する「知識・技能」、

2．探究的な学習の過程において必要な思考力・判断力・

表現力を評価する「思考・判断・表現」、3．自ら計画を立

てて学習に取り組む主体的な態度や新たな知を創造しよう

とする協働的な態度を評価する「主体的に学習に取り組む

態度」があげられている（渋谷 , 2019）。

Ⅲ．研究方法

1．文献の選定

総合学習の実践研究について、CiNii Articles 及び医

中誌 Web で、検索のキーワードを「総合的な学習の時間」

「健康」「実践」として検索し、総合学習が 2000 年から導

入されてから検索時（2019年 4月）までを対象とした結果、

24件がピックアップされた。

本研究では、日本教師教育学会の定義により、実践研究

論文を直接の実践を対象に、実践の目的と方法及び成果と

して得た結果と結果を踏まえての考察が読み取れるものを

実践研究論文とする（日本教師教育学会 , 2005）。その結

果、ピックアップされた 24件のうち学術集会の発表要旨

集の論文 7件、実践報告 2件、さらに内容を検討した結果、

健康を中心にしていない論文 6件、健康を中心にしている
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が、授業実践を対象としていない論文 5件であり、健康領

域を中心にした実践研究に該当するのは 4件であった。実

践研究4件のうち1件は2つの実践が掲載されていたため、

5件の実践研究を対象とした。

なお、本研究では、食育に関する授業実践は生涯に渡っ

て健康的に生活を送る力の育成に関連するため健康領域に

含めた。　

2．分析方法

研究者全員で対象の授業実践を整理する視点を検討し、

研究目的、授業実践の総時間数と対象学年、指導者と授業

実践の年、授業実践の評価方法の記載をピックアップし、

表を作成した。表の整理は、研究者間で確認しながら進め

た。

また、対象の授業実践の工夫を明らかにする際には、授

業の成果を各授業実践の授業目的に対する授業時に導入し

た工夫による子どもの変容として捉え、授業時になされる

様々な工夫の中でも成果に通じる工夫に焦点化し、成果か

らどのような工夫がなされたかを検討するために授業実践

の工夫による成果に係わる内容を抽出した。対象の授業実

践の課題については、著者が課題であると述べている部分、

内容を抽出した。そして、抽出内容により命名し、命名し

たものを類似性によりまとめ、意味内容を表す名前を付し

た。これら一連の過程については、研究者全員で確認し、

修正した。成果・課題は【　】、工夫による成果、課題の

内容から抽出した事項は [　]、内容は『　』で示した。

Ⅳ．結果

1．授業実践に係る研究目的 /授業の総時間数 /対象学

年 /指導者など

研究目的、授業の総時間数、対象学年、指導者、授業実

践の年、授業実践の評価方法を、表 1に示した。

文献 No.1 は、小学 4年生を対象に健康や暮らしに最も

密接に関係する食についてのあるべき姿を考えるために都

市部の学校でイネの栽培に取り組み、授業時の児童のワー

クシートの記述内容、授業終了後に実施した児童対象の質

問紙調査の結果により実践の成果を報告した。

文献 No.2 は、小学 4年生を対象に学校給食を残さず食

べることを目標に、社会科と総合学習において食に関して

指導し、授業終了後の児童のワークシートの記述内容、児

童対象の質問紙調査の結果、指導者による評価、全校の残

表 1　授業実践に係る研究目的 /授業の総時間数 /対象学年 /指導者など

No. 著者 /発表年 研究目的
授業の総時間数
/対象学年

指導者 /
授業実践の年　

評価方法

1 戸田ら/2006 食のあるべき姿への自分なりの考えを
もつために、イネの栽培活動を取り入
れた総合的な学習の時間の概要と学習
の過程で見られたいくつかの変容を明
らかにする。

73 時間 /　
小学 4年生

指導者の記載なし/ 
2004 年

授業時の児童のワークシート（発表
者へのメッセージ：意見・感想）の
記述内容、授業終了後の児童対象の
質問紙調査の結果

2 坂本ら/2012 学校給食を残さず食べる行動形成を目
標に、4 学年社会科並びに総合的な学
習の時間における食に関する指導を実
施し、その実施可能性と効果について
検討する。

4時間 /
小学 4年生

指導者の記載なし/ 
2009 年

授業終了後の児童のワークシート
（食べ残しを減らすキャンペーンを
終えた感想）の記述内容、児童対象
の給食を残さず食べることへの自己
効力感についての質問紙調査の結
果、指導者による評価、全校の残食
率の推移

3 上原ら/2014 『さかな丸ごと探検ノート』の教材と
しての有用性、特別活動や総合的な学
習の時間の特徴や学習者の発達段階を
ふまえた、学年を超えた教材としての
可能性について検討する。

1時間 /
小学 5年生

栄養教諭/
2011年

授業時の児童のワークシート（知っ
たこと・わかったこと・家で作りた
い魚料理）の記述内容、授業時の児
童の姿

4 上原ら/2014 『さかな丸ごと探検ノート』の教材と
しての有用性、特別活動や総合的な学
習の時間の特徴や学習者の発達段階を
ふまえた、学年を超えた教材としての
可能性について検討する。

1時間 /　
小学 6年生
 

栄養教諭/
2011年

授業時の児童のワークシート（知っ
たこと・わかったこと・家で作りた
い魚料理）の記述内容、授業時の児
童の姿

5 桐木 /2016 「心のスキルアップ講座」の第 2回「ア
サーション（ほどよい伝え方）」、第 3
回「怒りの対処法」について効果を検
証する。

　4時間 /
高校 2年生
 

教諭 /
2015 年 

介入群に本実践の「心のスキルアッ
プ講座」を、統制群に通常の総合学
習（進路学習）を実施した。評価方
法は、授業前後に実施した介入群と
統制群への社会的スキルと怒りを測
定する質問紙調査の結果、ワーク
シート（ふりかえり）の記述内容

       ＊（　　　　　）は補注
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表 2　授業実践の工夫による成果
成果 工夫による成果 工夫と成果の内容 No.

興味・関心の高まり 体験学習による興味・関心の高まり イネの栽培により調べ学習への興味や関心が高まった。 1

動機付けの高まり 学習課題の自己選択・自己決定に
よる動機付け

児童によるテーマ決めは、自己充実感をもたらし、動機付
けを高めた。

1

意欲的な取り組み 身近な出来事を教材にすることに
よる意欲づけ

関わりの深い給食から出るごみを取り上げたことにより、
児童は意欲的に取り組むことができた。

2

魚料理を食べたい、つくりたいという意欲を高めるために、
「家での食事づくり」「食べる」ことに視点をおくことで、「魚
料理をつくりたい」とする態度変容がみられ、探究活動に
主体的に取り組む態度に繋がった。

3

魚料理を食べたい、つくりたいという意欲を高めるために、
「家での食事づくり」「食べる」ことに視点をおくことで、「残
さず食べようとする意欲」をもった児童は半数以上であっ
た。

3

学習対象の比較の視点による意欲
づけ

人間、豚、魚の成分を比較し、よりよく問題を解決する資
質や能力（主体的な判断）に繋がるような魚の食べ方をよ
りよくしたいという態度変容、魚を食べようとする意欲を
持った児童は半数以上であった。また、「魚についてもっと
知りたい」等の探究的な態度につながる記述がみられた。

4

学習の深化 グループ討議と全体発表を契機とし
た学習の深化

グループ討議では詳細なアドバイスを得ることができ、全
体発表では今後の研究の方向性が明確になり、学習が深ま
るきっかけとなった。

1

発表者への意見・感想による学習の
深化

発表者へのメッセージ（意見・感想）の記載は、発表者と
その他の児童、その他の児童同士の三者の相互関係が成立
し、学習の深化に繋がった。

1

体験的学習のやりがい 成果物作りによる自己充足感を得る
契機の現れ

成果物を作ったことで、自身の学びの成果だけでなく、そ
の他の児童の学びの成果を見ることができ、自己充足感を
感じるきっかけとなった。

1

児童自身による取り組みの評価を
通じての達成感

残食ゼロを達成したクラスへの表彰を通じ、全校の残食が
減少したことを実感し、達成感を得ることができた。

2

体験活動による自身の行動や発言に
対する責任感の芽生え

社会科での学習を発展させた食べ残しを減らすキャンペー
ンにより、異学年に伝える学習を通して自分の行動や発言
に責任感をもつようになった。

2

行動変容 生徒への新たな視点の提示による
行動変容

社会的スキル訓練に留まらず、認知に気づかせ、認知面で
の変容を図るなどの認知的対処を取り入れたことで、社会
的スキルが伸長し、今、ここで生じる怒り（「状態怒り」）
を下げることに有効であった。

5

生徒の自主的な活動による行動変容 寸劇や班活動などを取り入れて、生徒の自主的な活動を引
き出す点で工夫し、社会的スキルが伸長し、今、ここで生
じる怒り（「状態怒り」）を下げることに有効であった。

5

　　　　　　　　　　　　　　   ＊（　　　　　）は補注

表 3　授業実践の課題
課題 課題の内容から抽出した事項 課題の内容 No.

授業時の効果的な働き
かけ

興味・関心、問題意識に応じた進行
の検討

児童の興味・関心や問題意識に応じて計画を修正する弾力
的な運用に耐えうる柔軟性を持たせる。

2

指導者・児童による働きかけの検討 指導者からの継続的な声かけや、給食委員会などを通じた
児童から児童への働きかけなど可能な支援策について検討
する。

2

授業内容の時間配分の検討 授業時間内に資料づくりなどができるように時間配分を再
検討する。

2

つながりのある体制
づくり

教材内容の他教科とつなげてのコー
ディネートの検討

『さかな丸ごと探検ノート』（教材）の多様な内容を、社会
科や家庭科等教科での実践、他教諭との連携等も含め、ど
のようにコーディネートするのかを検討する。

3 
 
4

授業プログラムの改良 研究デザイン、プログラムの改良 認知の変容を測るような研究デザインの練り直し、プログ
ラムの更なる改良が求められる。

5

『さかな丸ごと探検ノート』（教材）を活用した授業実践の
質を高める。

3 
4

授業の効果の検証 学習前後の意識変化の詳細な分析の
必要性

児童の学習前後の意識の変化を詳細に分析する必要がある。
1

　　　　　　　　　　　　　　＊（　　　　　）は補注
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食率の推移により実践の成果を報告した。

文献 No.3 は小学 5年生を対象に、文献 No.4 は小学 6

年生を対象に、両文献とも『さかな丸ごと探検ノート』の

教材としての有用性、学年を超えた教材としての可能性に

ついて検討し、授業時の児童のワークシートの記述内容、

授業時の児童の姿から実践の成果を報告した。

文献No.5は、高校2年生対象の「心のスキルアップ講座」

から「アサーション」「怒りの対処法」について効果を検

証し、「心のスキルアップ講座」を受講した介入群と総合

学習として進路学習を受講した統制群の授業前後の質問紙

調査の結果、ワークシートの記述内容により実践の成果を

報告した。

研究目的をみると、授業の目的に即した児童生徒の変

容による授業実践の効果の検討・検証が 5件（No.2，5）、

児童生徒の変容を生じさせる教材の有効性の検討が 2件

（No.3，4）、授業の目的に即した児童の変容の検討が 1件

（No.1）であった。研究目的から食育に関連した実践が 4

件（No.1，2，3，4）、心の健康に関連した実践が 1件（No.5）

であった。

授業実践の評価方法については、児童のワークシートの

記述内容（No.1, 2，3，4，5）や授業時の児童の姿（No.3，

4）、児童生徒対象の質問紙調査の結果（No.1，2，5）な

どから授業の目的に即して児童の変容を読み取っていた。

授業の総時間数は、1時間が 2件（No.3，4）、4時間が

2 件（No.2，5）、73 時間が 1 件（No.1）であった。対象

学年は、小学生が 4件（No.1，2，3，4）、高校生が 1件（No.5）

で、小学生対象の実践が多かった。

指導者は、教諭、あるいは栄養教諭などが一人で指導が

3件（No.3，4，5）、記載なしが 2件（No.1，2）であった。

授業実践の年は、2004 年が 1件（No.1）、2009 年が 1件

（No.2）、2011 年が 2件（No.3，4）、2015 年が 1件（No.5）

であった。

なお、No.2，3，4，5は、研究への志向性が高く、研究

目的と授業実践の評価方法が明確であった。

2．授業実践の工夫による成果

授業実践の工夫による成果について、表 2に示した。

【興味・関心の高まり】では [体験学習による興味・関

心の高まり ]が、【動機付けの高まり】では [学習課題の

自己選択・自己決定による動機付け ]が、【意欲的な取り

組み】では [身近な出来事を教材にすることによる意欲づ

け][学習対象の比較の視点による意欲づけ]があがった。

これら【興味・関心の高まり】【動機付けの高まり】【意欲

的な取り組み】については、対象文献5件のうち4件（No.1，

2，3，4）が成果としてあげた。

次に【学習の深化】では、児童生徒間の意見交流に係わ

る工夫による成果として[グループ討議と全体発表を契機

とした学習の深化 ][発表者への意見・感想による学習の

深化 ] があがった。さらに、成果には【体験的学習のや

りがい】【行動変容】があがり、工夫による成果として、【体

験的学習のやりがい】では [成果物作りによる自己充足感

を得る契機の現れ ][児童自身による取り組みの評価を通

じての達成感 ][体験活動による自身の行動や発言に対す

る責任感の芽生え ]といった感覚が、【行動変容】では [生

徒への新たな視点の提示による行動変容 ][生徒の自主的

な活動による行動変容 ]があった。

3．授業実践の課題

授業実践の課題を表 3に示した。

【授業時の効果的な働きかけ】では、[興味・関心、問

題意識に応じた進行の検討 ][指導者・児童による働きか

けの検討 ][授業内容の時間配分の検討 ]があがった。そ

して、【つながりのある体制づくり】では、[教材内容の

他教科とつなげてのコーディネートの検討 ]があがった。

また、【授業プログラムの改良】では [研究デザイン、

プログラムの改良 ]、【授業の効果の検証】では [学習前

後の意識変化の詳細な分析の必要性 ]があがった。

Ⅴ．考察　　　　

総合学習の授業時の教える側の工夫と課題を検討するた

めに、健康領域の実践研究からみた総合学習の特徴を捉え

た上で、授業の導入・展開時に求められる学習への意識づ

けの工夫と学習の深まりへの工夫を取り上げ、また、対象

の授業実践の課題について考察する。

１．実践研究からみた健康領域の総合学習の実施状況

平成 30 年度の公立小・中学校の教育課程の編成・実

施状況調査（文部科学省，2019）によれば、総合学習に

おける学習課題で健康領域は小学校で 20.0％、中学校で

26.7％と低率であった。健康領域の授業実践が低率な中

で、本研究で対象とした 5つの実践は貴重であると考える。

授業の総時間数は 1時間（No.3，4）から 73時間（No.1）

まで大きな差があり、学校による相違が大きく、総合学習
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が学校裁量である点がこうしたところに反映していた。

なお、2017・2018 年の学習指導要領改訂後の研究が皆

無であった。これには、学習指導要領の全面実施が、小学

校は 2020 年度、中学校は 2021 年度、高等学校は 2022 年

度からであり、現在は移行の時期にあることが関係してい

ると思われる。移行時には、学習指導要領の変更に即して

新たな授業方法を組み込むなど試行錯誤し、実践研究とし

て整理するまでに至っていない状況下にあると考えられ

る。

2．学習への意識づけの工夫

学習課題に対する児童生徒の学習への意識づけを育むこ

とに関連すると考えられる【興味・関心の高まり】【動機

付けの高まり】【意欲的な取り組み】については、対象文

献 5件のうち 4件が該当した。総合学習は、地域や学校、

児童生徒の実態に即して実施されること、内容が教科を超

えた横断的・総合的な学習、体験的学習、問題解決的な学

習である特性から、他教科以上に授業の成果として学習へ

の意識づけ、学習への主体的な態度をどれだけ意識づけら

れるかに力点がより置かれ、ここに総合学習の特徴が反映

していると考えられる。なかでも、 [体験学習による興味・

関心の高まり]や [身近な出来事を教材にすることによる

意欲づけ ]は、児童生徒の身近な生活を基点にしており、

生活上の課題を意識させ、解決の方途を導き出そうとする

生活に根差した工夫による成果である。ただし、こうした

生活に根差した体験中心の学習は、児童生徒が体験するの

みに終始するのでなく、体験から何を学んだかが問われ、

その点で学習内容への基礎的な知識が必要であり、児童生

徒が学習への必要な知識を持った上で行われるべきもので

なければならない。

また、「生きる力」の育成の点から、とりわけ児童生徒

が自ら主体的に問題を解決する力、児童生徒自身が生涯に

渡って健康的に生活を送る力を育むためには、【興味・関

心の高まり】【動機付けの高まり】【意欲的な取り組み】を

生じさせる働きかけをどのように工夫するかが教える側の

力量として第一に求められてこよう。

3．学習の深まりへの工夫

総合学習では、自然体験やボランティア活動などの社会

体験、観察・実験、見学や調査、発表や討論、ものづくり

や生産活動などの体験的な学習、問題解決的な学習を積極

的に取り入れること（文部科学省 , 1998）が配慮事項に

あげられているように、【学習の深化】では、[グループ

討議と全体発表を契機とした学習の深化 ][発表者への意

見・感想による学習の深化 ]がみられ、発表や討論による

意見交流といった工夫が成果として学習の深化を生じさせ

ていた。

佐藤（1996）は、授業実践を単なる知識・技術の習得で

はなく、3つの側面から捉えた。佐藤によれば、授業は、

学習の対象との対話を通じた認知内容の編み直し＝認知

的・技術的な実践、他者との対話を通じた対人関係の編み

直し＝対人的・社会的な実践、そして自己との対話を通じ

た自己概念の編み直し＝自己内的・倫理的な実践である。

これら 3つの側面を総合学習において考えたときに、[グ

ループ討議と全体発表を契機とした学習の深化 ][発表者

への意見・感想による学習の深化 ]は、総合学習で重視さ

れる発表や討論による他者との意見交流における学習の深

まりであり、総合学習では、佐藤が言及するなかでも「他

者との対話を通じた対人関係の編み直し」を促進している

と考えられる。

これらと相俟って、【体験的学習のやりがい】や【行動

変容】といった成果もみられた。とりわけ【体験的学習の

やりがい】では、『成果物を作ったことで、自身の学びの

成果だけでなく、その他の児童の学びの成果を見ることが

でき、自己充足感を感じるきっかけとなった』という [成

果物作りによる自己充足感を得る契機の現れ ]や、『社会

科での学習を発展させた食べ残しを減らすキャンペーンに

より、異学年に伝える学習を通して自分の行動や発言に責

任感をもつようになった』という [体験活動による自身の

行動や発言に対する責任感の芽生え ]、[児童自身による

取り組みの評価を通じての達成感 ]では『残食ゼロを達成

したクラスへの表彰を通じ、全校の残食が減少したことを

実感し、達成感を得ることができた』など、個々の学びに

閉じることなく、自他の学びの共有や集団全体を通して捉

えることによる他者とのつながり、集団全体の関係へ接合

する工夫が、成果として自己充足感や責任感、達成感を生

じさせていた。「ひとりの問題をみんなの問題に」（豊田，

1994）するという志向、個人的な事柄を学級集団全体に

波及させて働きかけていく工夫が試みられていた。「ひと

りの問題をみんなの問題に」するというこうした働きかけ

の工夫が、やがては協働して社会を創造する力の育成とい

う新たな社会づくりへと展開する萌芽を内包していると考
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えられる。この「ひとりの問題をみんなの問題」へと波及

させていくために、教える側が児童生徒の考えや気持ちに

根差す一人ひとりの生活背景を理解しようとする姿勢のも

と、児童生徒が互いの考えや気持ちを聴き合い、つながり

合う関係づくりを工夫していかなければならない。

4．授業実践の課題　

授業実践の課題には、【授業時の効果的な働きかけ】に

[興味・関心、問題意識に応じた進行の検討 ][授業内容

の時間配分の検討 ]など、授業一般に共通すると思われる

課題がみられた。ただし、これらの課題は、総合学習が地

域や学校、児童生徒の実態に即して実施されるがゆえに、

また、その内容が教科を超えた横断的・総合的な学習、体

験的学習、問題解決的な学習である特性から、他教科以上

にこれらの課題が大きくクローズアップされるとも考えら

れる。そのことは、授業実践の工夫による成果（表2）で、【興

味・関心の高まり】【動機付けの高まり】【意欲的な取り組

み】が多くあげられていたことからもうかがえる。

加えて、学習内容の他教科との関連性を重視した [教材

内容の他教科とつなげてのコーディネートの検討 ]は、他

教科と異なって教科を超えた多様なテーマを扱うのが総

合学習の特徴である点で、【つながりのある体制づくり】

がより必要であることを浮き彫りにしている。この [教

材内容の他教科とつなげてのコーディネートの検討 ]は、

2017・2018 年の学習指導要領改訂において注目されてい

る「カリキュラム・マネジメント」（註 3）に関連し、「カ

リキュラム・マネジメント」を推進してきたのが総合学習

であると指摘されているように（村川，2018）、この点は

今後の大きな課題になると思われる。

児童生徒が自ら主体的に問題を解決する「生きる力」、

児童生徒自身が生涯に渡って健康的に生活を送る力の育成

のためには、課題にあがった【授業時の効果的な働きかけ】

により児童生徒に学習への意欲、【つながりのある体制づ

くり】により学習内容の関連性を意識しつつ事象の本質を

掴む力などを育んでいく工夫が必要であり、【授業時の効

果的な働きかけ】【つながりのある体制づくり】というこ

れら2つの課題はより優先的に解決が目指されるべきもの

であると考える。

総合学習は、地域や学校、児童生徒の実態に即して始ま

る学習であり、その実態は多様であり、学習内容は多岐に

渡る。指導方法の学校間格差の縮小のためには、学校ごと

にどのような目標・内容を立て、学校内の体制を構築する

のかが問われる。課題にあがった【授業時の効果的な働き

かけ】がどのように展開され、【つながりのある体制づくり】

がどのように構築されているのかについて、総合学習の実

践をもとにさらに検討していくことが必要である。

註 1）これから求められる資質・能力は、変化の激しい社

会を「生きる力」であるとし、その内容を、①自分

で課題を見つけ、自ら学び、自ら考え、主体的に判

断し、行動し、よりよく問題を解決する能力、②自

らを律しつつ、他人と協調し、他人を思いやる心や

感動する心など豊かな人間性、③たくましく生きる

ための健康や体力として捉えている（中央教育審議

会，1996）。

註 2）実践研究論文について、例えば日本教師教育学会で

は「教師教育の分野において、執筆者が自己の行っ

た教育活動（教育実践・自己教育などを含む）につ

いて明確に記述し解説し、その成果として得た結

果を述べたもの」としている（日本教師教育学会，

2005）。これを踏まえて、本研究では、実践研究論

文を直接の実践を対象に、実践の目的と方法及び成

果として得た結果と結果を踏まえての考察が読み取

れるものを実践研究論文とした。

註 3）カリキュラム・マネジメントは、新学習指導要領に

おいて中心になる用語の一つであり、以下の側面か

ら捉えられている（文部科学省，2017）。

①　各教科等の教育内容を相互の関係で捉え、学校教育

目標を踏まえた教科横断的な視点で、その目標達成に

必要な教育の内容を組織的に配列していくこと。

②　教育内容の質の向上に向けて、子供たちの姿や地

域の現状等に関する調査や各種データ等に基づき、教

育課程を編成し、実施し、評価して改善を図る一連の

PDCAサイクルを確立すること。

③　教育内容と、教育活動に必要な人的・物的資源等を、

地域等の外部の資源も含めて活用しながら効果的に組

み合わせること。

本研究において利益相反は存在しない。
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